
議案第３０号 

大口町工場立地法地域準則条例の制定について 

大口町工場立地法地域準則条例を別紙のように定めるものとする。 

平成２６年６月４日提出 

大 口 町 長  鈴 木 雅 博 

 （提案理由） 

 工場立地法（昭和３４年法律第２４号）第４条の２第１項の規定に基づき、同法

第４条第１項の規定により公表された準則に代えて適用すべき緑地面積率等に係る

準則を定めるため、この条例を制定するため必要があるからである。 
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   大口町工場立地法地域準則条例 

 （趣旨） 

第１条 この条例は、工場立地法（昭和３４年法律第２４号。以下「法」という。）

第４条の２第１項の規定に基づき、法第４条第１項の規定により公表された準則

に代えて適用すべき準則を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この条例における用語の意義は、法の規定の例による。 

 （区域並びに緑地及び環境施設の面積の敷地面積に対する割合） 

第３条 法第４条の２第１項に規定する区域並びに当該区域における緑地及び環境

施設のそれぞれの面積の敷地面積に対する割合は、次の表のとおりとする。 

区  域 
緑地の面積の敷地面積に

対する割合 

環境施設の面積の敷地面

積に対する割合 

都市計画法（昭和４３年

法律第１００号）第８条

第１項第１号の工業地域 

１００分の５以上 １００分の１０以上 

都市計画法第８条第１項

第１号の用途地域の定め

のない地域 

１００分の５以上 １００分の１０以上 

２ 緑地の面積の敷地面積に対する割合（以下、この項において「緑地面積率」と

いう。）の算定において、工場立地法施行規則（昭和４９年大蔵省、厚生省、農

林省、通商産業省、運輸省令第１号。以下「規則」という。）第４条に規定する

緑地以外の環境施設以外の施設又は同条第１号トに掲げる施設と重複する土地及

び規則第３条に規定する建築物屋上等緑化施設については、敷地面積に緑地面積

率を乗じて得た面積の１００分の５０の割合を超えて緑地面積率の算定に用いる

緑地の面積に算入することができない。 

 （本町に隣接する地方公共団体の長との協議） 

第４条 特定工場の敷地が隣接する地方公共団体の区域にわたる場合におけるこの
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条例の規定の適用については、町長が当該地方公共団体の長と協議して定める。 

   附 則 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

２ 昭和４９年６月２８日以前に設置されている特定工場又は設置のための工事が

行われている特定工場（以下、「既存工場等」という。）において、生産施設の

面積の変更（生産施設の面積の減少を除く。以下同じ。）が行われるときは、緑

地の面積及び環境施設の面積の算定は、第３条の表の規定にかかわらず、次の表

に規定する式によって行うものとする。 

当該生産施設の面積の変更に伴い設置

する緑地の面積 

当該生産施設の面積の変更に伴い設

置する環境施設の面積 

Ｇ≧ 

ただし、 

         ＞0.05Ｓ－Ｇ１＞

０のときはＧ≧0.05Ｓ－Ｇ１とし、0.05

Ｓ－Ｇ１≦０のときはＧ≧０とする。 

Ｅ≧ 

ただし、 

         ＞0.1Ｓ－Ｅ１＞

０のときはＥ≧0.1Ｓ－Ｅ１とし、0.1

Ｓ－Ｅ１≦０のときはＥ≧０とする。 

 備考 この表における記号は、それぞれ次の数値を表すものとする。 

  Ｇ 当該変更に伴い設置する緑地の面積 

  ｎ 当該既存工場等が属する業種の個数 

  Ｐｊ 当該変更に係るｊ業種に属する生産施設の面積 

  γｊ 当該既存工場等が属する法準則別表第１の上欄に掲げるｊ業種について

の同表の下欄に掲げる割合 

  Ｇ０ 当該変更に係る届出前に設置されている緑地（当該届出前に届け出られ

た緑地の面積の変更に係るものを含む。）の面積の合計のうち、昭和４９年

６月２９日以後の当該変更以外の生産施設の面積の変更に伴い最低限設置す

ることが必要な緑地の面積の合計を超える面積 

  Ｓ 当該既存工場等の敷地面積 
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  Ｇ１ 当該変更に係る届出前に設置されている緑地（当該届出前に届け出られ

た緑地の面積の変更に係るものを含む。）の面積の合計 

  Ｅ 当該変更に伴い設置する環境施設の面積 

  Ｅ０ 当該変更に係る届出前に設置されている環境施設（当該届出前に届け出

られた環境施設の面積の変更に係るものを含む。）の面積の合計のうち、昭

和４９年６月２９日以後の当該変更以外の生産施設の面積の変更に伴い最低

限設置することが必要な環境施設の面積の合計を超える面積 

  Ｅ１ 当該変更に係る届出前に設置されている環境施設（当該届出前に届け出

られた環境施設の面積の変更に係るものを含む。）の面積の合計 
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制 定 要 旨 

１ 条例の趣旨 

  工場立地法（昭和３４年法律第２４号）第４条の２第１項に規定される都道府

県に認められた工場敷地の緑地面積率等に関する地域準則の制定権限について、

愛知県事務処理特例条例（平成１１年愛知県条例第５５号）の一部改正により平

成２６年４月から大口町に権限移譲されたため、町内の工場等の転出防止及び競

争力強化につながる工場増改築等の再投資の活性化を図るため、緑地面積率等を

緩和する準則条例を制定することとします。 

 ※対象となる工場（特定工場） 

  ①業種 製造業、電気・ガス・熱供給業者（水力、地熱発電所は除く） 

  ②規模 敷地面積９，０００㎡以上又は建築面積３，０００㎡以上 

２ 条例の概要 

  工場立地法の第４条の２第１項の規定に基づき、特定工場に係る緑地面積及び

環境施設の敷地面積に対する割合を次のとおり引き下げるものとします。 

 ■制定前（法準則） 

区域 緑地面積率 環境施設面積率 重複緑地の算入率 

全域 ２０％以上 ２５％以上 ２５％以下 

 ■制定後（条例準則） 

区域 緑地面積率 環境施設面積率 重複緑地の算入率 

工業地域 ５％以上 １０％以上 ５０％以下 

用途指定外 ５％以上 １０％以上 ５０％以下 

その他 ２０％以上 ２５％以上 ２５％以下 

３ 施行日 

  公布の日から施行します。 
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※工場立地法第４条の２第１項 

 都道府県は、当該都道府県内の町村の区域のうちに、その自然的、社会的条

件から判断して、緑地及び環境施設のそれぞれの面積の敷地面積に対する割合

に関する事項（以下この条において「緑地面積率等」という。）に係る前条第

一項の規定により公表された準則によることとするよりも、他の準則によるこ

ととすることが適切であると認められる区域があるときは、その区域における

緑地面積率等について、条例で、第三項の基準の範囲内において、同条第一項

の規定により公表された準則に代えて適用すべき準則（第九条第二項第一号に

おいて「都道府県準則」という。）を定めることができる。 

※用語の説明 

・「緑地」 樹木が生育する区画された土地等（樹林地、低木地、芝生地など） 

・「環境施設」 緑地及びこれに類する施設で、周辺地域の生活環境の保持に寄

与するよう管理がなされているもの（緑地、噴水、屋内外運動施設、広場など） 

・「緑地面積率」 敷地面積に対する緑地の面積の割合 

・「環境施設面積率」 敷地面積に対する環境施設の面積の割合 

・「重複緑地」 他用途施設と重複した緑地（屋上緑化、駐車場緑化、壁面緑化

など） 

・「重複緑地算入率」 緑地面積に算入できる重複緑地の割合 


